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本研究は,ラテンアメリカにおける貧困層を取り巻く住環境に焦点を当て,基本生活インフラの設置・整備や脆弱なコミュニティー

の改善といった取り組みを,主要3力国の例で概観するものである。貧困層の居住者を開発プロセスに何らかのかたちで参加させると

いう社会開発理論の枠組みでは有効とされる方法を積極的に取り入れているブラジルのリオ,それと対照的に政府の統制下のもと整備

を行っているブラジリア連邦区,国家主導で融資を提供しその過程に民間部門(銀行,建設会社)を取り入れ,国家主導の参加型プログ

ラムが行われているペルー,連邦区の機関とNGOによる融資で住宅の建替えを進めているメキシコ市の事例を取り上げた。
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1.はじめに

1.1問題の所在と研究の目的

本研究が取り扱うラテンアメリカ・カリブ海諸国では現

在,2億8千万人が都市に居住している。国連ハビタット

(国連人間居住計画,UNCHS)によると,2030年までにそ

の数は4億1千万人にまで膨れ上がり,実に全人口の80%

が都市居住者になる1と推計されている。こうした圧倒的

な都市人口率の高さはラテンアメリカの特徴であるが,同

時に,都市部の不均質な開発と発展の度合い,貧困の肥大

化もこの地域を形容するキーワードである。

貧困層の劣悪な住環境に対しては,ラテンアメリカ諸国

は様々な手段を用いて不法・不衛生・無秩序といった状況

に対処してきた。ラテンアメリカ諸国の住宅政策は,政策

の萌芽期(20世紀初頭)の不法居住区の強制撤去という

消極的政策,発展期(1960年代以降)の国家住宅機関の

設立,大規模な大衆住居建設という積極的政策,より現実

的政策を採用するようになったパラダイム転換期(1980

年代以降)に分類される。転換期では,住民参加や自助建

設が促進され,マイクロクレジット活用など複数のアプロ

ーチが開拓され,新たな取り組みのかたちが出現している。

ラテンアメリカには,国ごとに特色や程度の差はあるもの

の,住宅政策の蓄積がある。

こうした背景を踏まえ,異なる都市化過程2を有するラ

テンアメリカ3力国を例に,住宅政策の制度の変遷と現状

の多様な取り組みを紹介する。同時に,それぞれの開発手

法を明らかにし,当該地域の都市開発の今日の様相や傾向

を提示することが本研究の目的のひとつである。このよう

な目的の背景には,より実践的な開発の取り組みに本研究

が貢献してゆくことを念頭に置き,開発実践の一端を担え

るような,今後への発展性を秘めた成果を抽出するという

狙いがある。

また,住宅政策を社会開発論の枠組みで捉え,政策対象

者の参加や実践を含めた社会的側面に焦点を当てること

が第二の目的である。

*1筑波大学大学院博士課程 *2ペルー・カトリカ大学大学院修士課程 *3筑波大学大学院博士課程
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1.2研究の方法

本研究の構成は以下の通りである。①理論的枠組みの説明、

②ブラジル,ペルー,メキシコの住宅政策の時系列的整理,

観察対象プログラム,地域の情報収集,そして③3力国に

おける現地調査の展開である。現地調査では,政府機関,

国際機関,NGOなど組織体,政策・プログラム対象者への

聴取や資料収集を行った。

2.研究の枠組みとラテンアメリ力都市住宅を巡る議論

2.1社会開発論の適用

本節では,本研究が分析枠組みとして援用する社会開発

論,特に参加型開発の概念を,佐藤(2003)3に依拠しな

がらまとめる。

参加型開発とは,あらゆる発展・開発のための行為がそ

の当事者の主体的かつ自発的な取り組みによって行われ

ることが望ましいという理念の下,政策や取り組みの当事

者(主に貧困層)の開発プロセスへの参画を得ることであ

る。一口に「参加」と言っても,住宅・地域開発において

は,プログラムの運営方法や手順などについて住民を施政

者との話し合いの場に加えたり,実際の作業で住民の労力

提供を求めたりと,複数の手法がある。また,最初から住

民のオーナーシップの下で自主的に住民組織を作り,計画

から実施,管理・運営まで主導権を握り実施するという参

加のかたちもある。

一方で,参加型開発の議論の流行により,「貧しい人々

の参加」というステレオタイプが先行しているが,「誰が

何に参加」するのかという根本的な問い直しの議論もなさ

れている。本研究ではこの点を考慮し,当事者である貧困

層と外部組織に注目して,財源や法整備といった開発実践

の基本的かっ重要な条件を整える役割を担う政府,当事者

と政府・民間部門との橋渡し役としてのNGO,経済発展を

担う民間部門などを扱っていくこととする。

2.2ラテンアメリカの貧困と都市開発

ラテンアメリカの都市への人口集中は農村部と比較す

ると著しく,貧困層も農村部以上に集中している。1970

年からの30年間で農村部の貧困層増加は7500万から7800

万へと横這いであったが,都市部では4400万人から1億

2500万人へと3倍も増加している(Brakarz2004:7-8)。

国連ラテンアメリカ・カリブ経済委員会(ECLAC)によれ

ば,90年代初頭のラテンアメリカ地域に存在する9300万

戸のうち3分の1に当た蓋L3800万戸が不適切な住居と見

なされている。うち1700万戸は量的欠損で新規に住居確

保が必要であり,2100万戸が質的欠損で速やかに修繕が

必要な状態の住宅である(ECLAC1996:25)。ラテンアメリ

カでは絶対的な住居不足が存在しているが,問題はこうし

た不足分が適当な方法で補充されていないことである。フ

ォーマルな住宅市場にアクセスできない経済的・社会的に

排除されている貧困層は,インフォーマルな方法,つまり

土地や住居の違法な売買や占拠,自助建設により土地や住

居を獲得している。

カステルは,複数の国における調査を通して,貧困住民

と政府は必ずしも二項対立的で完全なる分離関係を有し

ているわけではないことを示している(カステル1997)。

一方,アルドイらも,途上国の公的機関による住宅政策は,

十分に調査・研究された上で実施されるのではなく異なる

階層と利益集団との間の複雑な相互作用の結果であると

強調し,住宅政策は個々の国家に特有の政治・経済・社会

的権力により形成されるものだと説明する(Hardoyand

Satterthwaite1997)。

ラテンアメリカにおける住宅政策はこの主張がまさに

合致しており,経済の盛衰,不安定な政治情勢貧困層に

よる大規模な社会運動など,様々な要素が住宅政策に反映

されている。ポピュリズム(労働者や貧困層など特に都市

民衆層を利益誘導などで動員してゆく大衆迎合的な政治)

が広く浸透していたラテンアメリカでは,住宅政策は大衆

統制のための道具として利用され,政治家が支持基盤の確

立のために貧困居住区への土地やインフラ設置を約束し

票集めを行うという側面があり,貧困層と政治家の互いの

利害関係によって強い繋がりを有している。

以上,ラテンアメリカにおける都市の様相と主要な議論

の流れを概観してきた。翻って次節以降では,各国の都市

住宅の開発政策の軌跡,住宅政策と具体的な住宅プログラ

ムを紹介する。

3.ブラジルにおける都市住宅開発

3.1住宅問題と都市住宅政策の軌跡

輸入代替による本格的な工業化に伴い急速に労働人口

を吸収していた都市部では,1940年代には住宅不足が深

刻化していた。だが都市貧困層が直面していた劣悪な住居

環境問題の発生は,19世紀後半のサンパウロ市とリオ・

デ・ジャネイロ市(以下リオ市)に遡る。市政府レベルで

は既に同時期に住関連の法制度が成立していた。

1930年代になると国家介入が始まり,ファヴェーラ(貧

困層による不法占拠を開発起源とする粗末で劣悪な,イン

フラや公共サービスが未整備の住居の集合体。ブラジルの

都市を象徴する貧困層の居住形態)の除去とともに都市労

働者向けの低廉な集合賃貸住居が建設された。しかし供給

量が小規模である上,街の害と見なされていたファヴェー

ラの強制撤去が主たる目的だったため、都市住宅環境は改

善されなかった。1940年代は低所得層向けの住宅制度が

はじめて国家規模で成立したものの目立った成果は現れ

なかった。第2次大戦後,都市の肥大化に伴い貧困層向け

住居の悪化も問題であったにも拘わらず,住宅政策には力

点が置かれていなかった。その後,1964年の軍事政権台

頭とほぼ同時に住宅金融制度(SistemaFinanceirode
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Habitacao:SFH)とその管轄機関である国立住宅銀行

(BancoNacionaldeHabitaqao:BNH)が設置され,低所

得層向けの本格的な住宅政策の幕開けとなった4。しかし,

この制度による受益者の6割は最低賃金の10倍以上を得

る階層であり,5倍以下の人々は殆ど享受されず,当初受

益対象に置かれた低所得層やインフォーマル・セクターは

システムの外に取り残されていた。

90年代,新自由主義に基づく市場経済が本格的に始動

すると,政府介入を縮小し市場メカニズムへ任せるという

経済戦略の転i換が住宅政策にも波及し始めた。この点にっ

いて小池(2001)は,経済の自由化や財政上の制約など様々

な条件の下で,現在のブラジルはもはや労働者保護政策を

とりえず,したがって社会政策はグローバル化する市場経

済との整合性を求められていると説明している(小池

2001:108)。

3.2新たな局面を迎えた住宅政策:多様な取り組み

社会政策の一環である住宅分野は,以前のように政府が

住宅供給に全面的な責任を負うという姿勢から,民間部門

やNGO,自治体や地域組織などへ役割を分散させる姿勢へ

と変わった。また1995年を境に様々なプログラムが現れ,

従来のような住宅建設による供給に留まらず,自助建設用

建設資材の供給や購入補助金、土地分譲,住宅融資,居住

地区の改善など多岐に渡る政策が投じられている5。草の

根レベルの取り組みでも,住民自身と,自治体や国内外の

NGO,教会,大学など複数の組織が参加し,自助建設や脆

弱な住居地区の改善を進める「ムチラン〃鷹か∂06」とい

う住民参加型の住宅開発が精力的に行われるようにな

った。さらに,ブラジルの住宅分野の最大の担い手であり,

1985年のBNH破綻後に業務を引き継いだ、連邦貯蓄金庫

(CaixaEcQn6micaFederal:CEF)も,住民や自治体が積

極的に地域開発を行っている事例を各地から募り優i秀地

域を表彰するという機会を毎年設けている(CEF2001)。こ

れも地方政府主導のコミュニティー改善のインセンティ

ブとして貢献しており,大規模な国家プログラムだけでな

く地域での自助活動が広く推進されている。

次節からは,2005年9月10日から28日にかけてブラ

ジルで行った現地調査に基づき,現在行われている開発手

法を概観する。

3.3リオ市の住民参加型コミュニティー開発

1)リオ市住宅政策の流れ7

ブラジル南東部に位置する大都市リオ市(下記図3-1)

は貧困住民の居住空間の未整備という問題が早い時期か

ら顕在化し,それは現在のファヴェーラの存在に端的に現

れている。1997年の同市のファヴェーラは608を数え,

人口605万のうちファヴェーラ住人は95万人と推計され

る(リオ市サイトより)。ファヴェーラの拡大とその居住

住民の増加傾向の続くリオ市では,1993年に新しく「住

宅開発課」を設置するとともに多角的プログラムを発案し,

大々的に住宅政策に着手した。同プログラムは,生活イン

フラ供給と住環境整備,居住区の再編と区画整理,土地利

用規制など7分野にわたるものであり,各分野で実施プロ

ジェクトやプログラムが組まれた。そうした経緯を経て現

在リオ市の看板政策となっているのが,米州開発銀行

(lnter-AmericanDevelopmentBank:IDB)の資金供与を

得て大規模に展開されている「ファヴェーラ・バイホ

(FavelaBairro)」(以下FB)という貧困地区の住環境改

善プログラムである。
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図3-1リオ市全体図

2)プログラムっいて

FBの目的は,概して都市や行政システムから納税,公

共サービスなど物理的・社会的に排除されている貧困居住

地区を,その街の一部として再び包摂することである。開

発の観点から捉えれば,社会包摂を目的としたFBは,住

居建設や既存の貧困居住地区の内側の整備・開発といった

従来の主流な住宅プログラムよりも進歩的なフィロソフ

ィーを有している。FBは,1994年にリオ市がIDBの貸付

金(投資総額の6割)を得て実現した。第1期が94～

98年にかけて実施されて以来(FBI),2期目(FBII)も

順調に展開され,現在は第3期目(FBIII)の実施に向け

準備中である。

3)リオ市,アナ・ゴンザガ地区の例

リオ市役所住宅課の協力を得て,FB実施により居住地

区の整備,改善および活性化に取り組んでいるリオ市東部

に位置するアナ・ゴンザガ地区を訪問した(2005年9月

26日)。FBが導入されてから3年が経過した同地区では,

市の委託を受けた民間建設会社が事務所を構え,多くの

人々が作業に勤しんでいる。以下では,FB実施地区の一

例として同地区における取り組みを紹介する。

①アナ・ゴンザガ地区の起源

同地区には現在,1167世帯4688人が生活する。ここは

もともとリオ市から指定された居住区であり,ファヴェー
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ラのような不法開発起源ではない。他方,無秩序に構えら

れた住居が散在していた場所もあり,FB導入によりそれ

らの住居が撤去・移動させられたというケースもあった。

②FBの取り組み

2002年にFBIIの導入で道路舗装,水道管工事,下水

処理,排水処理,街灯設置,スポーツグラウンド,保育園,

近隣センターといったインフラ整備工事が実施され,来年

3月のプログラム終了期限に向けて現在急ピッチで工事

が進められている8。この工事の技術的な部分はリオ市の

入札によって選出された民間会社が請け負い,200人以上

が作業に参加している。同会社と雇用契約を結び作業に参

加している同地区の住人も多い(写真3-1,2)。

・譲灘欝麟

___、....、__灘霊糊
写真3-1アナ・ゴンザガ地区下水処理設備工事
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講嚢欝醤麟

写真3-2アナ・ゴンザガ地区,線路沿い道路舗装

3)FBの成果および問題点,限界

今回,アナ・ゴンザガ地区を訪問し,現場でプログラム

に携わる様々な立場の人々の話を聴取した。FBを推進す

る市当局(リオ市役所・住宅課)からの話の中で印象的だ

ったのは,インフラ整備という物質的補強のみならず,コ

ミュニティー内の人的資源の活用とコミュニティーとし

ての空間の維持に努める上述の地区巡回員の存在であっ

た。彼らは,地域住民の声に耳を傾け,FB導入上で作業

業者と問題が生じた場合に対応したり,住人の要望を聞い

て業者や市当局へ届けたりというパイプ役を担っている。

また,簡素な家々や未舗装の道も多少あるが,共有スペー

スに公園や広場,保育所を建設することにより地区内の秩

序を保ち,劣化を防ぐ工夫が施されている。アナ・ゴンザ

ガ地区は,ハード面の充足とソフト面の強化を並行的に行

い住環境を整えるというFB本来の目的が実践されている

地区のひとつである。

他方,今回の調査でプログラムの財源不足という問題が

明らかになった。IDBとの契約でプログラム実施にかかる

費用の40%を負担しているリオ市であるが,この予算が

逼迫しているため,莫大な費用のかかる下水管設置工事の

拡大などが非常に難しいということであった10。

3.4ブラジリア連邦区の政府主導型住居地区開発

1)ブラジリア連邦区概要

人工都市として知られるブラジリアは,入念な計画のも

と建設され,1960年に新首都としてリオ市から遷都され

た。以来,中心部に居住する富裕層とその周辺部に排除さ

れた元建設労働者の貧困層との空間的・社会的格差のため,

失敗の都市という烙印を押されている。

一般に,「ブラジリア」と呼ばれる地区はプラーノ・ピ

ロットという連邦区の中心部分を指し,それを囲むように

ブラジリア連邦区を構1成する行政地区が2005年現在で27

存在している。その中でも地理的に遠くに位置する行政

地区はブラジリアとは区別され,より貧しい住人が住む

「衛星都市」と呼ばれ,認識されている。2004年現在の

連邦区人口は223万人である。

③地区の活性化

アナ・ゴンザガ地区は合法な居住区であったにもかかわ

らず,生活上欠かせない上下水道の未整備,地区内での土

地の不法占拠の存在等,居住コミュニティーとしての脆弱

性は高かった。FB導入後,徐々に人々が住むコミュニテ

ィーが整備され,基本インフラを始め,人々の憩いの広場

や働く女性を助ける託児所まで設けられた。さらに,活動

は物的供給のみならず人々のケアにまで及んでおり,たと

えば同地区にはソーシャル・ワーカー的立場の地区内巡回

員が活躍している9。

2)連邦区の住宅政策:衛星都市の住宅政策

主に北東部からより良い生活と職を求め移住してきた

貧困層が居住するブラジリア周辺部(衛星都市)は,生活

インフラはおろか住居用地さえ区画されていなかった。貧

困層の不法占拠に対し,当局は強制的にそれらを撤去し,

不法占拠住民をより周辺部へ排除する,ブラジルの他の地

域でも対ファヴェーラ策として一般的だった強硬政策を

用いたll。しかし1990年代になると連邦区の土地の再編

が活発に行われ,行政地区が増設されたことも相まって,

基本インフラを整え公共サービスを提供するという貧困

層居住区の開発が大規模に展開されるようになった。個々
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の世帯への土地分譲も特に90～94年にかけて精力的に進

められ,土地を不法占拠していた貧困層がこれらの新たな

衛星都市を居住区として定住し始めた。こうして,ブラジ

ル国家政策同様,連邦区においても貧困層の居住権と住居

の剥奪と排除政策から居住地区の合法化と開発を問題解

決の手段とする政策へとシフトされていった。

3)政府主導型政策

連邦区の住環境関連の事業は,都市・住宅開発特別局

(SecretariaEspecialdeDesenvolvimentoUrbanoe

Habitagfio:SEDUH)が行っている。「所得レベルに応じた

住宅プログラム12」で対応するという姿勢で住宅政策に取

り組んでおり,土地分配,住居提供(賃貸),住居改修補

助,所有権承認など,それぞれの経済状況に応じたプログ

ラムを展開している。

同SEDUHでは,主に低所得層を対象として土地分配を実

施している。連邦区所有の土地を登記や第3者への譲渡は

認めず5年間は無料で利用させ,その後土地の所有権を与

えている。こうした土地分配は,サイト・アンド・サービ

スと呼ばれる住宅政策のひとつであり,最初から住居を供

給するのではなく,土地を与えそこに各人がそれぞれの方

法で住居を建てる。

他方,公営住宅の提供システムもあるが,居住希

望者はまずSEDUHの住宅取得申し込みリストに登録する。

このリストに登録するための条件は複数あり,不動産の未

所有,過去にSEDUHの住宅プログラムへの未参加,連邦区

に5年以上居住していることなどがある。また,子供の多

い世帯,老人や病人のいる世帯は優i先順位が高くなる13。

サイト・アンド・サービスは連邦区住宅政策の特徴であ

り,区政府の責任の下で分配する土地の再利用計画からイ

ンフラ整備など大型の開発事業が展開されている。これは

リオ市の住民参加型開発とは最も異なる点である。

3.5考察

以.ヒ,2都市の住宅分野の取り組みを見てきた。リオ市

では国際機関と市当局,民間セクター,そして地域住民と

いう多方面からの参加が見られ,あらゆる社会構成員の共

働により,脆弱な住居地区の社会的・空間的包摂を目指し

まさに参加型開発の中で住環境整備に取り組んでいる14。

一方,ブラジリア連邦区では政府の責任の下,計画的な

土地区画整理と行政地区整備をもって住宅政策に代えら

れている。依然として多くの土地が未整備である連邦区で

は,IDBや世銀の資金供与を取り付けたり,現連邦区知事

が地域住民の要望を受け入れたりしながらインフラ整備

を進めている。後者に関しては,貧困層がアクセス可能な

不動産を正規の住宅市場が提供できなかった「市場の失

敗」(Brakarz2004:10-11)を受け,政府がその役割を担

っているという見方もできる15。

また今回の調査では,リオ市で見られたような住民同士

の結束という動きは連邦区では確認できなかった。政府の

強いイニシアチブの下で住宅政策が進められている同地

域においては,市民社会の成熟という点においてはいまだ

途上毅階にあると考えられる。

4.ペルーにおける都市住宅開発

4.1都市化と都市住宅政策の軌跡

ペルーは,リマなど大都市が点在するコスタ(沿岸地域),

シエラ(山岳地域),セルバ(熱帯雨林地域)の三つの地

域に区分される。今日,全人口の52%はコスタに住み,

同地域に位置する首都リマには約810万人,人口の3分の

1が生活している(INEI2005)(図4-1)。新たな移住

者は,既に成り立っている都市部を取り囲むように居住区

を新たに形成するため,リマ市は水平方向への拡大を続け

ている。不法侵入・自助建設による新たな居住区は,1946

年にシエラ出身の若者がセロ・サン・コスメを占領してリ

マにおける最初のバリアーダス(barriadas)を築いたこ

とに始まる。1960年には若い町(pueblosjovenes),後

に新興居住区(asentamientoshumanos)などと呼ばれ,

政治的に動員・征服可能な社会集団と捉えられ,大衆層の

支持基盤の獲得手殺として様々な政策の対象にされてき

 た。

リマの大都市としての成長は,1870年から1920年頃に

かけて地方エリートによる海岸地帯への移動に始まる。次

に1915年から1945年にかけて地方中産階級が海岸地帯,

リマへと移住した。しかし,「移民」と呼ばれる現象が顕

著になるのは1945年以降の大衆層の動きである。特に60

年代以降,農業部門が衰退し,漁業部門の拡大と工業化が

促進され,製造業がコスタに集中という経済的理由が,リ

マ首都圏への一極的な人口集中をもたらした(幡谷1999:

76)。この大衆層の都市部への流入を受けて,政府が都市

大衆層向けの対策,他国にも見られるポピュリズムに特徴

付けられる政策を採用し始めた。

まず,1950～1956年のオドリーア政権は,不法な土地

侵入者へ土地と都市サービスの分配を提供することによ

り,大衆の動員を試みた(Castells1983:270)。続くプ

ラド政権期(1956～1962)では,新たな土地侵入を奨励す

るのではなく,大衆的な近隣住区向けの住宅供給やサービ

ス供給を始め,政府の政策に都市政策が統合される試みが

なされた。また,住民の組織化を進めて統制をしようとす

る動きが現れた。

軍事政権後のベラウンデ政権期(1963～1968)にはバリ

アーダス法が制定され,バリアーダスの近代化が図られた

ほか,特定の政治的な利害関係ではなく,資本主義の発展

という一般的な利益に都市化を適合させようとする試み

が初めてなされた。リマではヘスス・マリア地区のサン・

フェリペ・レシデンスを始めとする中間層向けに集合住宅
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の建設が行われた。後にベラスコ軍事政権(1968～1975)

に移ってからは,非合法な土地侵入を全体的に抑圧する,

法と秩序の政策が実行された。しかし,近代化政策に反対

する保守的な地主層や実業界への危機感を前に,大衆支持

を得ることが必要とされたため,懐柔策へと転向した。政

府は「自立的」コミュニティーを構築するよう援助し,住

宅提供などによりボブラドーレスを管理して動員する方

向へと向かった。それに合わせ,土地所有の合法化,バリ

アーダス向け物質的・制度的援助を組織化するためにプエ

ブロス・ホベネス国家局や,住民の組織・指導を目的とし

た社会動員翼賛庁(elSistemaNacionaldeMovilizaci6n

Social:SINAMOS)が創設された。

90年代のフジモリ政権期においては,住宅金融部門の

改革が行われ,低所得者層ヘアクセスを拡大する抵当融資

市場の整備が推し進められた。抵当の申込と交渉を簡略化

するために交渉可能な抵当貸権利(losTitulosde

CreditoHipotecarioNegociable:TCHN)が制定されたほ

か,サービスの改善,手続き費用の減少のため国家登記補給

 音β(laSuperintendenciaNacionaldelosRegistros

Pablicos:suNARP)の効率化,権利獲得の過程を簡易にす

る法的枠組や規定が定められた。これにより住宅部門にお

ける抵当貸が拡大した。

Saneamiento:MVCS)の管轄の下で遂行されている。それ以

前は,公共・社会インフラの整備を担う大統領府や住宅・

都市化副大統領府を始め,異なる政府機関が住宅・都市化

政策の各側面を扱っており,統一的かつ協力的な政策がな

されていなかった。住宅建設衛生省は,国家組織の近代化

に合わせて創られた。

 「ボ

ご灘拶一

'ダ㌃嫡鱈棒輯}・

図4-1リマ市全体図

霧

撚漁

篭

撫響

郵

・〃う験}

4.2住居獲得に関する問題と今日の住宅政策

現在,フォーマルな住宅購i入の市場は人口の約10%を

占める,より高い社会経済層A,Bに限られており,その

他の人口は実質的に市場で住居を獲得することが困難で

ある16。中間層Cが限定的で不安定なアクセスがある以外

は,低所得層D,Eは土地の不法侵入,自助建設,修理・

拡張などの改善工事も自ら賄う状態であり,ペルーにおけ

る住居の70%がこの形式であるとされる(IDB2003:19)。

所得格差とフォーマル市場での住居獲得のための価格設

定が,自助建設による供給という方法を確立している。(写

真4-1)

現在の住宅政策は,2002年7月に創立された住宅建設

衛生省(MinisteriodeVivienda,Construcci6ny

撒

,タピ

寒
荊

　　
が

鎌灘灘
融曲撚..♂、`.、..イ直確.㌧

写真4-1ベンタニーリャ地区パチャクーテック

新たな省庁の下の住宅政策は,1998年から始まったミ・

ビビエンダ(住宅促進抵当基金elFondoHipotecariode

Promoci6ndeVivienda:MIVIVIENDA),物資銀行(el

BancodeMateriales:BanMat)の分権化に着手した。また,

1996年に設立されたインフォーマル所有正規化委員会(la

Comisi6ndeFormalizaci6ndelaPropiedadInformal:

COFOPRI)と都市不動産登記(elRegistroPredial

Urbano:RPU)も住宅部門の発展に大きく寄与することと

なった。これらの機関は世界銀行の援助を受け,都市所有

正規化国家プランを実施して,約150万区画の正規化と

110万の所有権の登記を行った。

現在の住居状態としては,全世帯の80%以上が戸建住

宅,また70%が住宅を個人所有しており,10%程度が賃

貸である(INEI1997)。住宅建材としては,外壁の40%が

レンガ・セメント,40%が日干し煉瓦,15%ほどが石・泥・

莫産(ゴザ)などである。これは都市部一地方での差が大

きく,都市部においてはレンガ・セメントが60%に上る

のに対して地方では5%にも満たず,一方で日干し煉瓦は

地方で70%以上を占める。床材に関しては,全体で44%

が土床(地方では80%),35%がセメントである。10%以

上の住居が「不適切」な環境とされている。

今日の住宅政策は,民間部門,NGOなど市民社会の参加

を考慮に入れ,ミ・ビビエンダ・クレジットとこれまで市

場での住居へのアクセスがなかった社会経済層D,E層を

も対象としたテチョ・プロピオ・プログラムに代表される。

ミ・ビビエンダの資金は,開発金融公社(laCorporaci6n

FinancieradeDesarrollo:COFIDE)との行政信託,を通じ

て融資として利用されており,資金は国家住宅基金(la

liquidaci6ndelFondoNacionaldelaVivienda:FONAVI)
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から調達されている。

これらのプログラムでは,低所得者層に配慮しっっ国民

一般を対象とし,住宅確保の簡易化を目指して有利な金融

システムでの抵当貸付へのアクセスを提供することに努

めている。住居の私有化を促進し,低コスト・低リスクの

財政メカニズムを通じて貯蓄を促進し,住居建築による国

内経済の発展に寄与しっつ全国規模での長期的資金の基

となる抵当システムを提供する基盤的な機関となること

を視野に入れている。以下ではこの二つのプログラムと

NGO主導のプログラムを概観する。

1)ミ・ビビエンダ・クレジット

ミ・ビビエンダの主要なプログラムであるミ・ビビエン

ダ・クレジットは,さまざまな金融機関を通じて,住宅獲

得のためのローンを提供するものである。受益者になるた

めの主な条件としては,他に住宅を有してないこと,他の

住宅購入促進プログラムを利用していないこと,住宅購入

金額の10%にあたる資金があること,などである。最長20

年のローンを提供するが,10年以内で期日通りに支払いを

済ませた場合には優秀支払い者特典として返済総額の

20%の減額がある。

ミ・ビビエンダはこれまで約3800件の不動産に財政融

資を提供している。クレジットの平均…額は18,500USドル,

住宅平均価格は22,200USドル(IDB2003:21),すなわち

社会経済層BとCの上位者が対象となっている。

2)テチョeプロピオ(TechoPropio)

社会経済層C,D,Eに属する家庭の上下水道,電気,

舗装された道路など主要なサービスを含む住居へのアク

セスを促進する目的で2002年に始まったのが,テチョ・

プロピオである。既存のプログラムや市場から排除されて

いる層を対象として,住居獲得のための貯蓄を促す一方で,

国家が家庭住居債券(BonosFamiliaresHabitbionales)

の発行を通じ援助を提供している。月収が1360ソル(約

420USドル)以下であり,購入予定の住宅の価格の10%に

達する貯蓄がなければならない。12,000USドルまでの住

宅購i入を援助し,対象者は債券を受けることができる。

2004年の実績としては,3395の債権を発行し,そのう

ち1569件がリマ,残り1826件が地方ということで,都市

リマに集中しがちな援助プログラムの分散化に一役買っ

ている。これまでに8784家庭が恩恵を受け,テチョ・プ

ロピオで購入される区画面積の平均は122,06㎡,建築面

積は37,44㎡である(MVCS2005:24)。新たな住宅の建設の

他,既存の住宅の改善も援助している。

3)パソ・ア・パソ(PasoaPaso)プログラム

NGOのDESCOは,2001年からパソ・ア・パソという住宅建

設・改善プログラムで,リマのビリャ・エル・サルバドール

地区において,垂直方向の増築を望む不動産所有者にロー

ンの保障と技術支援を行う計画を開始した。これは,低

層・密度の低い都市建造物を密集化させることで,正規の

居住地を密集化させて地価の高い地域に,新たに低価格の

住宅建設を促すメカニズムを利用したものである。この過

程で,より良い不動産の価格安定政策を保障することで自

治体のインフラへの公共投資の見返りが上昇する。DESCO

は金融機関と所得の限られた層を連結することに成功し,

高いニーズに応えた。プログラムの受益者は収入の上限な

どの他に,一家族以上が住むことを一般的な条件としてい

る。また,自助建設を主とすることを受けて,住民に対し

て技術協力のコースを提供し,住宅の建設・改善がより安

全で適切なものになるよう働き続けている。

低所得者向けのこのプログラムでは,住居の建設・拡張

やその資材のための融資だけでなく,国家プログラムであ

るテチョ・プロピオの条件の,購入予定の住宅価格の10%

の貯蓄のための援助も行っている。っまり,公共プログラ

ムへのアクセスをNGOがサポートしている形である。都市

プログラム担当R氏によると,ミ・ビビエンダの政策施行

者を対象とした,キャパシティー・ビルディングも実行し

ており,政府と住民の双方に働きかけているとのことであ

 る。

4.3考察

ペルーでは,急激な人口流入は収まったものの,首都

リマは膨大な人口を抱え成長を続けている。公共プログラ

ムが届かず,自助建設という形で建設された住居が広がる

都市周辺部では,現在も増築が住民自身の手により進めら

れている。DESCOの例は,そうした住民を対象にn一ンを

提供するだけでなく,技術援助やキャパシティー・ビルデ

ィングを実行し,住民自身による「適切な」住居の建設・

改善を援助している。一方で,政府は住環境の改善のため,

民間部門・市民社会との協働を目指しながら住宅建設政策

を推し進めている。政策の基盤は政府が後押しする形で住

宅獲得・建設の融資の斡旋である。住民が政府に建設を依

存するのではなく,自らの購買能力に応じてローンを組み,

民間部門の金融機関を利用した上で,住宅獲得・建設・改

善を促進している。

5.メキシコにおける都市住宅開発

5.1住宅問題と都市住宅政策の軌跡

メキシコ合衆国(以下メキシコ)は1821年の独立以来,

ある期間を除いて地方分権主義を尊重する連邦制をとっ

てきた。メキシコは31の州と特別連邦地区(メキシコ市)

から成り,北部地域,北部太平洋岸地域,メキシコ湾岸・

ユカタン半島地域,南部太平洋岸地域及び中央地域の5地

域に分かれている。

メキシコは,幡谷のラテンアメリカ都市化分類によると
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「巨大都市集中型」であり(幡谷1999:44-48),都市化過

程の特異性は首都「メキシコ市」の巨大化による首位性の

拡大,メキシコ市の位置するメキシコ中央高原地域に工業

立地をはじめとする多くの経済的機能が集中する形で経

済構造が形成されてきたところにある(幡谷1999:53)。

自然環境から見ると,巨大都市メキシコ・シティが「メ

キシコの谷」と呼ばれる高さの盆地(一番低いところでも

海抜2240メートルの高さ)にあるということは大きな特

徴であり,困難な問題をもたらす要因でもある。

メキシコの歴史において,独立後の19世紀後半は国内

外の不安定期にあたりメキシコ市の発展は停滞していた

が,1867年の共和制復興以後中央集権制が強まり,首都

機能の拡大がみられた。

1940年代以降,メキシコ市は加速度的に都市化を遂げ

た。その要因としては以下の点が挙げられる,1)消費地

近接型の工業立地,2)人口の自然増,3)国内人口移動に

よる人口の社会増,の3点である。他の特徴としては,1980

年まではメキシコ市の中心部が空洞化する一方,周辺部へ

人口が集中を続ける「ドーナツ化現象」と「スプロール化」

とが同時に起こり,80年代以降は首都圏のさらなる外延

的発展が進行している(幡谷1999:59)ことが挙げられる。

5.2メキシコ市低所得層の居住

メキシコ市の低所得者層の居住には,二つの主要な形態

がある。一つはコロニア・プロレタリア,もう一つはべシ

ンダーである(山崎1987:191)。

コロニア・プロレタリアは,フォーマルな住宅・土地市

場の外部に自然発生的に形成された低所得者層居住地区

の総称である。コロニア・プロレタリアは,その発生経路

により,さらに二っの主要類型に分けられる。一っは土地

占拠から生まれたもので「コロニア・パラカイディスタ」

と呼ばれ,もう一つは土地のヤミ分譲から生まれたもので

ある。ベシンダーは低所得層向けの集合賃貸住宅だが,場

所・形状から次の類型に区別できる。第一は,メキシコ・

シティの歴史的中心であるソカロの近辺にあり,当初は政

府高官や大商人,大地主などの上流階級の邸宅だったもの

を彼らが移動した後,その内部を細かく小部屋に間仕切り

して低所得者を対象として賃貸向けに改造したものであ

る。第二は初めから低所得者向けの賃貸棟割長屋として建

設されたもので,ベシンダーの一般的な形態である。規模

はさまざまで,数棟から成り数百世帯が入る大きなものも

あれば,1棟だけで数十世帯を容れる程度の小さなものも

ある。大半は平屋建てで,各戸は1室か2室で水道,トイ

レは共同である。このタイプのべシンダーは,ソカロ近辺

の都心部から中間地域にかけての広汎な地域に存在して

いる。第三は,かなり年数が経ったコロニア・プロレタリ

アの中に見出される。第二のタイプよりさらに小規模で,

大きなものでも10世帯ほどを容れるものであり,建物の

構造も粗末である(山崎1987:192-193)。

5.3メキシコ市の住宅供給

メキシコ市のように爆発的な膨張を続けてきた都市に

とっての最大の問題の一っが住宅,特に低所得者層向けの

住宅供給であった。

住宅関連の公共機関の活動を見ると,1950年代半ばに

至るまでは都市勧業公共事業銀行(BancoNacional

HipotecarioUrbanoydeObrasPUblicas,S.A.:BNHUOPSA),

公務員年金局(Direcci6nGeneraldePensionesCiviles

yRetiro),メキシコ市行政部(EIDepartamentodel

DistritoFederal:DDF)の3者が中低所得層を対象とした

分譲住宅を細々と建設していた。メキシコ政府は産業基盤

の整備を中心に行っていたため,低所得層の住宅問題には

手付かずであり,低所得者層はフォーマルな民間部門と公

共部門から相手にされず,都市スラムのべシンダーやコロ

ニア・プロレタリアにその住まいを求めるしかなかった。

1954年には,民間部門でカバーされていない低所得者

向け住宅の建設を主な目的とする住宅公社(lnstituto

NacionaldelaVivienda:INV)が創設され,住宅政策が

動き出した。1956年からは,社会保険公社(lnstituto

MexicanodelSeguroSocial:IMSS)が労働者の居住・衛生

環境の改善を目標として,労働者向けの賃貸住宅の建設を

始めた。公務員年金局も同様の賃貸住宅を建設していっ

た。1959年には,IMSSの公務員版として公共労働者社会

保険・サービス公社(lnstitutodeSeguridadyServicios

SocialesparalosTrabajadoresdelEstado:ISSSTE)カミ

設立され,年金局の業務はISSSTEに吸収され賃貸住宅の

建設も引き継がれた。

だが,IMSSとISSSTEによる賃貸住宅の建設は1963年

に打ち切られた。家賃を同程度の民間賃貸住宅よりも低く

設定したために賃貸住宅では資金回収に長期を要し,それ

ならば分譲住宅の供給のほうが望ましいという理由から

である。これ以後,公共セクターによる住宅供給は,融資

つきの分譲住宅の建設に限定された。

1960年代になると,労働者や中間層に対する住宅政策

は多少強化されてきた。1963年に中低所得層向け住宅の

建設促進を目的とする住宅金融計画(Programa

FinancierodeVivienda:PFV)が発足し,その中核として

住宅融資基金(FondodeOperaci6nyDescuentoBancario

alaVivienda:FOVI)が創設された。1970年代にはさらに

新しい動きが出てきた。1970年にINVがコミュニティー・

住宅開発公社(lnstitutoNacionalparaelDesarrollode

laComunidadydelaVivienda:IM)ECO)に改組され,従

来からの「社会住宅」の建設のほかに都市スラムの再開発,

農村の生活環境改善計画なども行うようになった。

もっとも重要な変化は,1972年に憲法第123条第12項

が改正されて,企業の労働者に対する住宅供給の義務は,
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「企業が,その労働者の利益のための寄託金を形成し,労

働者が住宅の所有権を取得できるように低利かっ十分な

融資を行う金融制度を確立することを目的として,全国的

な住宅基金に対して行う拠出」によって履行される,とい

うように改められたことである。これに伴い労働法も改正

され,住宅基金への拠出金は所定賃金の5%と定められた。

そして「全国的な住宅基金」として,民間労働者,公共労

働者,軍人向けの3住宅基金が創設された。民間労働者住

宅基金の管理のためには新しい公社INFONAVIT(lnstituto

delFondNacionaldelaViviendaparalosTrabajadores)

が設立された。

メキシコ市では,全国的機関のほかにDDFの活動が加わ

る。DDFは1930年代から,ごく小規模ではあるが低所得

層向けの住宅建設を手がけてきたが,その低所得層住宅政

策が積極化するのは1970年に庶民住宅局(Direcci6n

GeneraldelaHabitaci6nPopular:DGHP)が新設されて

からであった。DGHPが供給する住宅もそのほぼ半数は低

所得層向けの「社会住宅」だったが,あとの半分は低所得

下層,さらにインフォーマル・セクター就業者をも対象と

する「庶民住宅」であったところに特徴がある。

DGHPは,基礎的公共サービスつきの土地だけを提供し,

あとは建築資材を供給するのみで,住居の建設はそこに入

居した人々の自助建設にまかせるというユニークな試み

も行った。この試みは1970年代初頭から,政府の方針と

して都市スラムの再開発に力を入れるようになってきた

ことが関連している。

時とともに,重点がより低所得層にシフトされてきたが,

公共セクターがカバーできたのは低所得層の中でも主に

上層のフォーマル・セクターに属する部分であった。イン

フォーマルeセクター就業層はINFONAVITではカバーされ

ず,住宅にもっとも困窮している膨大なインフォーマル・

セクター就業層の住宅需要は,公共セクターによって満た

されることなく放置された。コロニア・プロレタリアの増

加は当然の結果であった。

このように推移してきた公共部門の住宅供給態勢は,

1982年以降の経済危機の持続に加えて,1985年9月の大

地震が多くの家なき人々を生みだしたことによって,新た

な局面を迎えた。

5.4今日の住宅政策

メキシコ市は1985年の地震により旧市街のかなりの部

分が廃壇と化したが,地震をきっかけに革命以来最も結束

が強く,相互扶助のために組織化された市民運動が誕生し

た。この運動は,政府の災害への対応の悪さを批判しつつ

都市民衆運動へと発展した大規模な抵抗運動であったた

め,当初は別の意図を持っていた政府も倒壊地区の再建を

余儀なくされ,メキシコ市の旧市街を物理的に完壁に変貌

させた住居群が完成した(フリードマン1995:225)。新た

な市民運動は,1987年の初めに住宅を求める闘争を継承

し,地震によって損壊した都市外部にまで拡がっていった。

「メキシコ市住民会議(アサンブレア)」と称するこの派

生運動は,程なく地域の住宅組合や首都圏の他の団体の連

合会へと発展し,約5万世帯,25万人の「家なし人」を

代表するに至った。アサンブレアは当初から,二重の闘争

に乗り出していた一っは快適な住居に住む権利を獲i得す

る闘い、もう一つは,民主化を要求する,すべての人のた

めの都市を目指す闘いである(フリードマン

1995:225-226)。

アサンブレアは,1930年代から事実上常に国政を取り

仕切ってきた与党,制度的革命党(Partido

RevolucionarioInstitucional:PRI)が不人気になった

ことに乗じ,非伝統的方法で闘争の広報をすることで,住

宅取得希望者,政府機関からの住宅ローン長期申込者,町

内団体,サービスや修繕に関する特定の要求を持つ公営住

宅居住者,借家人組合,青年団体,女性団体,露天商など,

メキシコ市の43の住宅問題グループの効果的な代弁者と

なった(フリードマン1995:225-226)。

現在,メキシコ市には210万戸の住宅があり,そのうち

の58.3%が独立した一戸建てであり,27%がアパート,

10%がベシンダーである(AguayoQuezada2004:59-60)。

クラウディア・プエブラによると,メキシコ合衆国の住

宅政策は3つのレベルに分けられている。1)国(Programa

nacionalvivienda),2)州(estatales),3)市・町・村

(municipales)である。1)には住宅政策の一般的大綱

(lineamientogeneralesdelapoliticavivienda)力弐

あり,ここから2)の州レベルへの補助金が支出されてお

り,また大衆住宅信託基金(EIFideicomisoFondo

NacionaldeHabitacionesPopulares:FONHAPO)という制

度があった。3)には,NGOからの直接援助が実施されて

いる。

5.5メキシコ市の住宅建設

2005年8月現在,メキシコ市の中心部地区では,15ヵ所

の工事が業者によって実施されている。INVIの建築家と

共に見学をした3つの工事のうちの2つは業者が行って

いるものであり、1つが居住者参加型のものであった。居

住者は午前中に自分の仕事を行い,午後に建築の知識を生

かし住宅建設に関わっている。INVIで融資を受けられる

人々は,一日の最低賃金46.8ペソの3.5倍以下の家庭、

もしくは共稼ぎで4.7倍以下という基準がある18。収入が

3.5最低賃金以上稼ぐ人々が住宅用の資金援助を得る制度

には,InfonavitとFonssste,もしくは銀行ローンの手段

があるが適用されるのは困難である。以下,2005年7月

に実施した現地調査の2地区の事例により,メキシコ市で

どのように住宅の改築が実施されているのかを示してい

 く。
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1)トラルパン地区

メキシコ市の南西に位置し,クイクルコ遺跡やトラルパ

ンの森がある広い地域である。面積は33,061haで,メキ

シコ市の22.3%を占めている。本地区は,住民数581,781

人(DF全体の6.8%),住居数142,178戸,上・下水道及

び電気を備えている住宅は全体の87.5%,一戸の平均居

住者数4.05人である(AguayoQuezada2004:136-137)。

今回NGOの都市研究住宅センター(Centrodela

ViviendayEstudiosUrbanos:CENVI)の建築家と共に,担

当2地区における一般家庭の改築・増築中心の工事見学を

行った。現場ではCENVIの建築家が助言の下,住民と作

成した計画に沿って作業が遂行されていた。CENVIは計画

の進行度のチェックと,作業手順や専門的な助言をするた

めに週1回程度担当地域を訪問している。

改築や増築作業の一般的内容は,壁にセメントを塗る,

塀を作るために石を積む,家の土台を作る,家の基礎部分

にセメントを流し込む,柱を立てるなどである。作業従事

者は,家族の場合もあり,雇い人の場合もある。作業期間

は,各家によって異なるが,10年以上かけて少しずっ改

築を進めていく家が多い。住民たちが自らの手で,自分た

ちのペースで作業を進めることによって,新たな修理箇所

が発生した場合,自分たちで修理可能な能力も身に付いて

いるということである(写真5-1)。

地区をINVIの建築家と共に歩くと改築が終了している住

宅も目にするが,改築の必要性のあるものが大半であった。

だが,前述のように融資を受ける基準があり,審査にも時

間がかかるので改築の進行状況は遅いと思われる。工事期

間はほぼ1年くらいであるが,個人ではなく業者による工

事が実施される。理由は,住宅規模が大きく構造が一軒家

より複雑であること,同じペースで工事が終了しないと複

数の家庭の入居が同時に可能にならないこと,などである。

住宅規模の例を挙げると11の家と2っの店が入る集合

住宅,33の家が入る集合住宅などが見受けられた。1っ

の集合住宅では工事総額約30万ドル,各家の費用2.2万

ドル(12,900ドルがローン)を要していた(写真5-2)。
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写真5-1トラルパン地区

2)クアウテモック地区

メキシコ市中心部のやや北側に位置し,宮殿や憲法広場

等,多くの歴史的建造物が現存する地区である。面積は

3,420haで,メキシコ市の2.3%を占めている。当地区は,

住民数151,222人(DF全体の1.8%),住居数142,178戸,

上・下水道及び電気を備えている住宅は全体の93.9%,

一戸の平均居住者数は4.45人である(AguayoQuezada

2004:124-125)。

政府機関の工NVIが担当しているメキシコ市中心部地区

の工事現場は古い集合住宅の密集した地域であり,住宅規

模はトラルパン地区の一戸建てと比較すると大きい。この

5.6考察

メキシコでは,首都メキシコ市への人口・経済機能の集

中が継続している。都市の貧困層は,獲得した住宅の老朽

化という問題に直面し,連邦区機関,NGOからの融資を受

け住居の改築を実施している。

今回調査対象としたメキシコ市では,約4000戸の住居

が1年間に建替えられる。建替えは住民自身の手で長期的

に進められるもの,業者による作業で短期間に終了するも

のがあるが,両者とも住民が自らの計画を基に融資を受け,

作業を進めるという住民主導の特徴を有している。これら

の住宅の改築は,年月の経過とともに古くなった住宅を新

しく住みやすいものに変えたいという,住民の一般的な要

求によるものと思われる。

6.総括

以上,ブラジル,ペルー,メキシコの事例を加えながら

ラテンアメリカの住環境分野の取り組みの様子を提示し

てきた。3力国に共通しているのは,住宅や住環境という

人間の生活の土台を成す部分の整備が,今日でも決して十

分ではないという現実はあるものの各国でそれぞれ特色

を出しながら実施されているという点である。また,今回

事例に取り上げた国はいずれも,都市の貧困の山積が長ら

く問題となっていたと同時に、その時々の政権により住宅
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政策が大きく影響され,政治と住宅政策が密接に繋がって

いた。各制度面を見ても,少なくとも形式上はより経済水

準の低い階層を対象とした社会住宅を提供する公的機関

や基金,プログラムが複数立ち上げられ,公的機関の先導

により住宅分野の開発が実施されていた。1980年代以降

は,住民組織や運動の形成,居住地区内でのお互いの認知

と交流による結束力強化など,参加型開発を用いた動きが

活発に見られるようになった。

また本稿では,政府機関の政策や法整備を時系列で紹介

したが,中央政府レベルでの取り組みは,基金や住宅機関

の設立,住宅融資制度やプログラム導入が,より近年にな

るほどに充実していく様がうかがえた。他方,地方政府レ

ベルでは,特にブラジルで,様々な地域においてローカル

な組織の中で展開される取り組みが見られ,この多様性は

ラテンアメリカの中でも際立っ特徴と言うことができる。

参加型という視点からは、ペルーの国家の住宅建設融資

プログラムが民間部門の金融機関と建設会社,さらにNGO

との協働を進めている点,NGOと連邦区機関の融資を受け

ているメキシコ市の住宅建替え工事の実施に,住民の意思

が反映されている点を挙げることができる。また,住民が

建築の知識を生かして工事に参加する(クアウテモック地

区),NGOの助言を受けながら居住者自身が時間をかけて

少しずっ改築していくという作業(トラルパン地区)も,

DESCOの住民を対象とした技術支援なども住環境改善への

住民参加型の形式である。

政府は住宅の直接の供給者から,開発環境を整え開発の

成果を最大限に引き出すようなサポーター的役割へとそ

の機能の変化が社会開発論では求められ,また本稿で概観

してきたように,実際もそのような潮流へ向かっている。

金融機関,建設会社を始めとする民間部門や,様々なアク

ターの糠度し役ともなるNGOなど多方面の参加が,社会開

発を考える上で住環境改善には欠かせない。技術支援や,

貧困層がアクセス可能な融資制度の構築などを通して貧

困層へのキャパシティー・ビルディングを行い,住民が市

民としての主体性を獲得するプロセスを支えていかねば

ならない。援助政策に依存するのではなく,貧困層自らの

意思と能力で開発に活発に参加できる環境を社会全体で

整えていくことが重要である。政府が開発環境を整える開

発のファシリテイターとして,政策対象者および政府以外

の外部組織を包摂し,各アクターが互いに開発プロセスを

保管し合えるというコンセンサスに到達するところに,効

果的な開発実践のカギがあるのではなかろうか。今後,ラ

テンアメリカでそうした動きが国・地域レベルで出現する

ことが期待される。

<注>
1)現在の平均都市人口率は76%である(IDB,2004)。
2)幡谷による都市化発展3パターンによれば,ブラジルは

均衡発展型,ペルーは一極集中型,メキシコは典型的大
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)3
)4

)5
)6

)7
)8

)9

10)

11)

都市一極集中型に分類される(幡谷1999:44-48)。
参加型開発の理論や手法をめぐり,様々な議論がされ,
より効果的な開発の手法が模索されてきた。佐藤(2003)
は,これまでの参加型開発の流れを概観した上で,その
根本的な考え方を批判的指摘も含めつつ相対的に提示し
同理論を発展させている。
この新しい国家制度の下1964～96年の間に630万戸の住
宅が供給され,同時期に建設された総数2370万戸の27%
を占めた(WorldBank2002)。
特に重視されるのは,融資システムや融資支援プログラ
ムである。当時のカルドーゾ大統領(1995～2002)は,
住宅問題緩和の新戦略として住宅市場の整備を視野に入
れ,不動産金融システム(SistemaFinanceirode
Imobiliario:sFI)という土地や住居に関する新たな融
資システムの設立とSFHの改正を行った。SFIは1997年
に公布された中所得層以上への住宅・土地への長期融資
に関する法令で,BNH下のSFHで結局所得の高い世帯へ
政府資金が投入され低所得層が稗益しなかったという制
度上の欠陥を,中所得層の住宅獲得の手段を整備するこ
とによって回避することを企図していた。
ムチランの詳細は,近田がサンパウロ市の事例を用いな
がらシステムや市当局との関わりについて報告,ムチラ
ンの限界にまで言及している(近田2002/2003)。
リオ市の貧困層向け住環境開発については,同市ホーム
ページ上で丁寧に紹介されている(www.rio.rj.gov.br)。
住宅課や工事請負会社の話によれば,IDBによって設け
られた期限迄にFBII中の作業として指定された分を終
了しない揚合,FBIIIへの参加資格が剥奪される。アナ・
ゴンザガ地区は,FBIIIで現在のFBIIの続きを行い,
インフラ設置全過程を終了するという計画である。
今回,同地区に住んでいる2人の女性巡回員に出会った
が(うち1人は中学校教諭であり,青少年教育の専門家),
地域住民が快適で安全な生活を享受するためには,基本
インフラ設置のみならず,住人同士の繋がりも極めて重
要と語っていた。実際,以前は住人同士の無関心が著し
く,それが治安悪化の原因のひとつだったが,こうした
巡回制度を設けるようになってからコミュニティー内が
活気付き,居住区としての質も上がっているという。
リオ市当局住宅課のL氏は,本来ならば上水道整備は州
政府の責任で行われるべきなのに,州水道局が予算不足
を理由に,それを実施しないためリオ市FBをもって設備
充足を図らねばならないという構造的な問題のため,深
刻な状況がなかなか改善しないと不満を漏らしていた。
また筆者より,FBに参加可能なコミュニティーとそうで
ない地域との格差のますますの開きは懸念事項のひとつ
でないかと質問したところ,同L氏はそのとおりと同意
した上で,しかしながら治安上の問題,政治的問題など
様々な制約が現実にある中,全てのファヴェーラを包括
するのは不可能と話す。
ゴウヴェアは,80年代前半までの連邦区住宅政策を3段
階に分類した。①1956～60年:都市建設段階,②1960～
79年:ファヴェーラ排除政策と低所得層向け住宅建設,
③1979～82年:住宅不提供政策と移住統制,と時系列で
整理した上で,①で建設労働者の不法占拠住居問題が浮
上し,②で本格的にファヴェーラ住民の周辺部への排除
が行われ,そうして形成された貧困層の居住地として現
在の行政地区の原形が築かれたと説明。また政府は北東
部からの貧困移住者をブラジリアへ流入させないための
移住者統制を図り,③ではそれまで行っていた土地分配
を極端に減らす,地価を大幅に吊り上げるなどの政策を
とり,支援措置は殆ど実施しなかった。結果このような
アプローチは成果を生まず,政府の意に反して連邦区へ
の移住者は増加し続けた(Gouvea,L.A.,Brasilia:A
CapitaldaSegregaqAodeControleSocial,1995)。

12)住関連プログラムの参加には,世帯所得が最低賃金(約
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150ドル)以下から最低賃金の20倍までという非常に幅
の広い層を政策対象としている。

13)現在,このリストには10万3千件の登録があり,この数
は支援必要世帯の3分の2をカバーしているという。登
録から実際に住居を得るまでにはかなりの年月を経ねば
ならず,平均8年,長い場合には20年を要するという。

14)しかし既述のように,国際機関からの借入金のもと行わ
れている大規模なプログラムは資金不足に直面している。
地域アップグレーディングのような包括的な都市開発プ
ロジェクトが必要な地域は概して財政的制約が厳しいた
め,この種のプログラムの他地域への応用あるいは国家
レベルでの展開は現実的ではないと言える。

15)ブラジルには際立った事例が多数存在する。たとえば連
邦区の行政地区の1つであるサマンバイアの都市開発は,
連邦政府の主導でかつての貧困劣悪地域を見事に発展さ
せたモデル例として国連ハビタットに評価された。また,
市当局の斬新な政策が講じて一躍環境都市として脚光を
浴びたクリチバ市や,NGOが住民組織形成を先導して住
宅整備に努め,国内外の支援団体を集めて参加型開発を
実践した北東部フォルタレーザ市,前述のムチランの全
国展開など,地域レベルでの取り組みが目立っている。

16)社会経済層はペルーの全世帯を5段階に分類したもので,
Aが上位(平均月所得3000米ドル,全世帯の1.4%,以
下同様),B(700米ドル,9.3%),C(290米ドル,26.8%)
D(199米ドル,34.7%),下位のE(126米ドル,27.7%)
となっている。

17)この制度は1997年に終了し,低収入者への国家レベルの
制度になっている。

18)最低賃金の6倍を稼いでないと,実際にはお金の返済が
困難なため,借りられないという専門家の意見もある。

AmericanodoDesenvolvimento,2004

17)Castells,Manuel:∠ヨoゴudヨゴy1∂5」avas∂3'Sociologブヨ
 delo5movimientos500ゴ∂1θ5ur「banos,Alianza

Editorial,Madrid,1983

18)CaixaEcon6micaFederal:2°PremioCaixaMelhores

PraticasemGestaoLocal2001/2002,Brasilia,2002.

 19)ECLAC:ム4」ρLrod∠1ooノ(ラ四〇『θviVゴendヨθnhz～6]「ゴo∂乙∂オゴ17∂7
 θ10ヨ」rゴbe,Santiago,1996

20)HardoyandSatterthwaite:BuldingtheFutureCity,
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UniversityPress,1997
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Washington,DC.,2003.

22)IDB:RiodeJaneiroUpgradingProgram,``FavelaBairro"
StateII(BR-0250),ExecutiveSummary
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Intern-AmericanDeveloplnentBank,July7,2004
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